




巨大災害は、

一国の歴史を、

根底から変えてしまう。
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土木学会における定量的脆弱性評価の経緯

• 2018年に『「国難」をもたらす巨大災害対策についての技術検
討報告書』（土木学会）を公表

• その後、新しいデータ/研究が報告されたため、改めて本委員
会で推計し、2024年に首都直下地震/巨大高潮/巨大洪水の経済
被害等の推計値を「中間報告」として公表

• 本年3月に「南海トラフ地震」の想定被害が政府より公表され
たため、その値に基づいて改めて経済被害を推計推計

（あわせて、最新の政府公表値では物価変動を考慮していたため、
昨年「中間報告」の推計値について物価変動を考慮し、本報告書
で改訂）



想定外力
（南海トラフ地震）



想定外力
（首都直下地震）













港湾に対する対策費用  

項 目 
国家的レジリエンス 

全地域的レジリエンス 
南海トラフ地震 首都直下地震 

C→S 
約 9.3 兆円 約 6.7 兆円 

－ 
重複を除く約 13.7 兆円 

C→A 
約 2.8 兆円 約 2.5 兆円 

約 5.9 兆円 
重複を除く約 4.7 兆円 

 



新外力推計値に基づく
新しい推計値

昨年の報告値を
物価上昇を加味して
調整した推計値

954兆円 367兆円 353兆円

昨年の公表値において
物価変動考慮済み



新外力推計値に基づく
新しい推計値

昨年の報告値369兆円を
物価上昇を加味して調整した推計値

昨年の公表値において
物価変動考慮済み



新外力推計値に基づく
新しい推計値

昨年の報告値を
物価上昇を加味して
調整した推計値

14兆円 137兆円 151兆円

昨年の公表値において
物価変動考慮済み



こうした分析こそ、いわゆる
「ダイナミック・スコアリング」である。





南海トラフ地震：2018年との比較

•微増（資産被害 170兆円→225兆円：経済被害 1240兆円→1241兆円）

• 理由：以下の四つの要素の内、3）4）の増加要因が，1）2）の縮小要因を若
干上回ったため，トータルとしての経済被害額は「微増」となった

1）想定外力の変更（重ね合わせケース ⇒ 陸側ケースへの変更）に伴う被害
額の縮小
2）強靱化の取り組みが2018年から6年経過して進展し，被害額が縮小
3）リカバリーカーブの変更（阪神淡路大震災時のもの→東日本大震災時のも
の）に伴う被害額の拡大。
4）物価上昇率の考慮に伴う被害額の拡大（内閣府が南海トラフ地震の想定資産被害を，
経済状況の変化（経済成長に伴う物価上昇）に依存して水準が変化する名目値で推計し，年時間比較
を行っている事にならい，物価上昇によって数値が拡大する名目値で表記することとした。推計にあ
たっては、本報告書とりまとめ時点の最新の名目GDP統計である2024年度の名目GDPをベースとし
た）



首都直下地震：2018年との比較

•増加（資産被害47兆円→47兆円：経済被害 731兆円→1063兆円）

• 理由：以下の3つの要素の内、2）3）の増加要因が，1）の縮小要因を
上回ったため，トータルとしての経済被害額は増加となった

1）強靱化の取り組みが2018年から6年経過して進展し，被害額が縮小
2）リカバリーカーブの変更（阪神淡路大震災時のもの→東日本大震災
時のもの）に伴う被害額の拡大。
3）物価上昇率の考慮に伴う被害額の拡大（内閣府が南海トラフ地震の想定資産
被害を，経済状況の変化（経済成長に伴う物価上昇）に依存して水準が変化する名目値で推
計し，年時間比較を行っている事にならい，物価上昇によって数値が拡大する名目値で表記
することとした。推計にあたっては、本報告書とりまとめ時点の最新の名目GDP統計である
2024年度の名目GDPをベースとした）



『現状予算』で今回試算事業の「完了」に
何年かかるのか？

• 南海トラフ地震は、現状予算ペースでは対象事業完了に
• 24～50年以上かかる。

• 10年で完了するには少なくとも3.8兆円/年の不足が判明

• この追加予算があれば10年後に発災しても
506兆円の減災効果・161兆円の財政効果が見込める事が判明

（この現状の対策ペースでは、10年後発災時の減災・財政効果は
この2割以下～4割程度しかない）













表３ 首都直下地震に対する、新幹線整備の減災効果 

 

被害
（対策前）

新幹線の分散
化による減災
効果(単独）

道路・津波・
耐震強化によ
る減災効果

道路・津波・耐
震強化＆新幹線
分散化効果

経済被害（２０年） 731兆円 39兆円 243兆円 269兆円
減災率 - 5.4% 33.2% 36.8%

人的被害 23,000人 966人 3,473人 4,293人
減災率 - 4.2% 15.1% 18.7%
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全国新幹線整
備の減災効果

首都直下地震 39兆円
東京湾の巨大高潮 2.5兆円
東京荒川巨大洪水 1.4兆円
合計 43兆円

「全国の新幹線整備」による地方分散化には、
４３兆円の減災効果（約4.5兆円の増収効果）
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令和７年６月 17 日 

『現状予算で今回試算事業の「完了」に何年かかるのか』の試算 

土木学会土木計画学研究委員会 国土強靱化定量的脆弱性評価委員会 

① 2024 年度試算で対象とした「強靱化事業」を現状予算のペースで完了させる場合に何年かかるかを推計 

（推計にあたっては、予算についての政府公表値（令和 5 年度ベース）を基準に、現状の予算規模を概算） 

② あわせて、仮に「10 年」で完了させるとした場合に必要な予算規模と、現状予算とを比較 

③ 南海トラフ地震は、現状予算ペースでは対象事業完了に 24～50 年以上かかり、10 年で完了するには 

3.8 兆円/年の不足が判明 

   その追加予算があれば 10 年後に発災しても 506 兆円の減災効果・161 兆円の財政効果が見込める事が判明 

（現状の対策ペースでは、10年後発災時の減災・財政効果はこの 2 割以下～4 割程度しかない） 

【南海トラフ地震】 

・今回試算対象事業 58 兆円  （減災効果 506 兆円、財政効果 161 兆円） 
※ 道路事業費 29.6 兆円（新規整備約 13.4 兆円、既存道路強靱化：約 16.2 兆円） 

※ 港湾強靱化：約 9.3 兆円 
※ 海岸事業費：約 19.1 兆円 

 
＜道路（当初のみ）＞ 

・道路現状予算 (目安) 7,900 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 28 年 

                          → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 36％ 

（年間約 1.4 兆円不足）  

※ 関東 ・中部・近畿・中国・四国・九州地方整備局の令和５年度直轄道路関係予算のうち対象事業に関
する事業費を試算。なお、当該予算の「全て」が南海トラフ地震対策に貢献するものであるとは限
らないため、それを考慮するとここで示している「28 年」よりも長い年限がかかるリスクがある。 

※ 道路事業費 29.6 兆円から、直轄以外の事業費 約 7.3 兆円 （有料事業として R6 年度以降に計画されている事業費。 
自治体予算は考慮していない）を引いた事業費（22.3 兆円）を対象に完了期間を算出。 

＜道路（補正含み）＞ 

・道路現状予算 (目安) 9,200 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 24 年 

                          → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 41％ 

（年間約 1.3 兆円不足）  

※ 関東・中部・近畿・中国・四国・九州地方整備局の令和５年度直轄道路関係予算のうち対象事業に関
する事業費を試算。なお、当該予算の「全て」が南海トラフ地震対策に貢献するものであるとは限
らないため、それを考慮するとここで示している「24 年」よりも長い年限がかかるリスクがある。 

※ 道路事業費 29.6 兆円から、直轄以外の事業費 約 7.3 兆円 （有料事業として R6 年度以降に計画されている事業費。 
自治体予算は考慮していない）を引いた事業費（22.3 兆円）を対象に完了期間を算出。 

 

＜港湾（当初のみ）＞ 

・港湾現状予算 (目安) 1,900 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 50 年 

                          → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 20％ 

（年間約 0.7 兆円不足）  

※ 関東地方整備局、中部地方整備局、近畿地方整備局、中国地方整備局、四国地方整備局、 
九州地方整備局、沖縄振興局の令和 6 年度当初港湾関係予算（強靱化以外の事業費も含まれる） 

＜港湾（補正含み）＞ 

・港湾現状予算 (目安) 2,400 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 38 年 

                          → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 26％ 

（年間約 0.7 兆円不足）  

（令和 7 年度試算・南海トラフ地震） 



※ 関東地方整備局、中部地方整備局、近畿地方整備局、中国地方整備局、四国地方整備局、 
九州地方整備局、沖縄振興局の令和６年度当初港湾関係予算（強靱化以外の事業費も含まれる）及び 

令和 6 年度補正予算（防災・減災・国土強靱化の推進関係） 
 

＜海岸（当初のみ）＞ 

・海岸現状予算 (目安) 500 億円/年 → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 3％（したがって、このペ

ースでの対象事業の完了期間は超長期となる。それ故 10 年で完了させるための予算としては、年間約 1.9 兆円不足

しており、これに対する対応が急務である）  

 

※ 海岸４省庁の令和 6 年度当初予算海岸事業費全国合計（南海トラフ地震防災対策推進地域以外の事業費、ならびに、

強靱化以外事業費も含まれる） 

＜海岸（補正含み）＞ 

・海岸現状予算 (目安) 765 億円/年 →この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 4％（したがって、このペ

ースでの対象事業の完了期間は超長期となる。それ故 10 年で完了させるための予算としては、年間約 1.8 兆円不足

しており、これに対する対応が急務である）  

※ 海岸４省庁の令和 6 年度当初予算海岸事業費全国合計（強靱化以外の事業費も含まれる）及び 
令和 6 年度補正予算（防災・減災・国土強靱化の推進関係）（南海トラフ地震防災対策推進地域以外の事業費も含まれる） 
 



令和 6 年 4 月 1 日 

『現状予算で今回試算事業の「完了」に何年かかるのか』の試算 

土木学会土木計画学研究委員会 国土強靱化定量的脆弱性評価委員会 
 

① 2023 年度試算で対象とした「強靱化事業」を現状予算のペースで完了させる場合に何年かかるかを推計 

（推計にあたっては、予算についての政府公表値（令和 5 年度ベース）を基準に、現状の予算規模を概算） 

② あわせて、仮に「10 年」で完了させるとした場合に必要な予算規模と、現状予算とを比較 

③ 首都直下地震を例にとれば、現状予算ペースでは対象事業完了に 55～104 年かかり、10 年で完了するには 

1.6 兆円/年の不足が判明 

   その追加予算があれば 10 年後に発災しても 369 兆円の減災効果・151 兆円の財政効果が見込める事が判明 

（現状の対策ペースでは、10年後発災時の減災・財政効果はこの 1 割程度しかない） 

 

【首都直下地震】 

・今回試算対象事業 21 兆円  （減災効果 369 兆円、財政効果 151 兆円） 
※ 道路事業費 15 兆円（新規整備約 10 兆円、既存道路強靱化：約 5 兆円） 

※ 港湾強靱化：約 6.7 兆円 
 
＜道路（当初のみ）＞ 

・道路現状予算 (目安) 2,000 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 65 年 

                          → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 13％ 

（年間約 1.1 兆円不足）  

※ 関東地方整備局の令和５年度直轄道路関係予算のうち対象事業する事業費を試算 
※ 道路事業費 15 兆円から、直轄以外の事業費 約 2.5 兆円（有料事業として R6 年度以降に計画されている事業費。 

自治体予算は考慮していない）を引いた事業費（12.5 兆円）を対象に完了期間を算出。 
＜道路（補正含み）＞ 

・道路現状予算 (目安) 2,200 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 55 年 

                          → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 15％ 

（年間約 1.0 兆円不足）  

※ 関東地方整備局の令和５年度直轄道路関係予算のうち対象事業に関する事業費を試算 
※ 道路事業費 15 兆円から、直轄以外の事業費 約 2.5 兆円（有料事業として R6 年度以降に計画されている事業費。 

自治体予算は考慮していない）を引いた事業費（12.5 兆円）を対象に完了期間を算出。 
 
 

＜港湾（当初のみ）＞ 

・港湾現状予算 (目安) 645 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 104 年 

                          → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 10％ 

（年間約 0.6 兆円不足）  

※ 関東地方整備局の令和 5 年度当初港湾関係予算（強靱化以外の事業費も含まれる） 
＜港湾（補正含み）＞ 

・港湾現状予算 (目安) 754 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 89 年 

                          → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 11％ 

（年間約 0.6 兆円不足）  

※ 関東地方整備局の令和 5 年度当初港湾関係予算（強靱化以外の事業費も含まれる）及び 
令和 5 年度補正予算（防災・減災・国土強靱化の推進関係） 

 

参考資料（令和 6 年度試算・南海トラフ地震以外） 



【三大湾巨大高潮】 

＜当初のみ＞ 

・今回試算対象事業： 2.7 兆円  （合計減災効果 94 兆円、合計財政効果 40.3 兆円） 
・海岸事業費（目安）510 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 55 年 

                         → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 19％ 

（年間約 0.22 兆円不足）  
※ 海岸４省庁の令和 5 年度当初予算海岸事業費全国合計 （三大湾以外の事業費、ならびに、強靱化以外事業費も含ま

れるため本来はもっと少ない） 

 

＜補正含み＞ 

・今回試算対象事業： 2.7 兆円  （合計減災効果 94 兆円、合計財政効果 40.3 兆円） 
・海岸事業費（目安）776 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 35 年 

                         → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 29％ 

（年間約 0.19 兆円不足）  
※ 海岸４省庁の令和 5 年度当初予算海岸事業費全国合計（強靱化以外の事業費も含まれる）及び 

令和 5 年度補正予算（防災・減災・国土強靱化の推進関係）（三大湾以外の事業費も含まれるため本来はもっと少ない） 
 

 

 

【巨大洪水対策】 

＜当初のみ＞ 

・今回試算対象事業： 気候変動考慮 40 兆円（合計減災効果 280 兆円、合計財政効果 118 兆円） 
・治水事業費（目安）約 3,930 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 100 年 

                           → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 10％ 

（年間約 3.6 兆円不足）  
※ 令和 5 年度当初予算の「河川事業(直轄)+ダム事業(直轄)」 

 

＜補正含み＞ 

・今回試算対象事業： 気候変動考慮 40 兆円（合計減災効果 280 兆円、合計財政効果 118 兆円） 
・治水事業費（目安）約 5,430 億円/年 → このペースなら試算対象事業の完了期間は約 70 年 

                           → この金額は「10 年で完了させるための予算」の約 14％ 

（年間約 3.5 兆円不足）  
※ 令和 5 年度当初予算の「河川事業(直轄)+ダム事業(直轄)」及び 

令和 5 年度補正予算の「河川事業(直轄)+ダム事業(直轄)」の合計 

 
以上 




